３月定例県議会・知事提出議案に対する反対討論
２０１３年３月２６日　日本共産党・火爪弘子

　ただいま上程された議案のうち、日本共産党は議案第１１号・平成２５年度富山県一般会計予算案と、議案１９号および２１号と２５号から３０号の特別会計予算案、および議案４０号、４６号の、合わせて１１議案に反対いたしますので、以下反対の理由を申し上げます。
まず、富山県一般会計予算案について述べます。

今回の予算案には、わが党も提案し、県民とともに粘り強く取り組んできたことが少なからず盛り込まれています。
特に、新幹線建設費負担金が、年度末に交付される約５０億円に加え、新幹線貸付料の前倒し分からさらに１４０億円（予想見込み額）措置されるとされたことを喜んでいます。また、並行在来線の初期投資に４３億円の国の支援が新たに見込まれたことも重要です。建設費の地元負担と、並行在来線のＪＲからの経営分離に一貫して反対の立場を取ってきた党として、この点を率直に評価したいと思います。
また、予算のなかで県中小企業振興条例にもとづき中小企業対策がより重視された点や、総合計画における小水力発電設置目標の引き上げを含めて、再生可能エネルギーに積極的に取り組む点なども、歓迎したいと思います。
　しかし、予算案は全体として、安倍内閣の経済政策や社会保障の削減姿勢を反映し、重大な問題点を抱えていると考えます。主に４つの点にまとめて述べたいと思います。

　まず、第一に、県民のくらしを直接応援する立場、経済的負担を軽減する立場が、後景に追いやられている点です。
いま、県民のなかから聞こえてくるのは、どこでも「暮らしにくくなった」「経済的にたいへん」という声です。私は２月の臨時議会で、県民の現金給与が１４年間で月７万円減っているとの統計資料をあげ、知事に「賃上げこそデフレ不況のカギ」との認識を伺いました。知事の答弁は「賃上げは大事だが、そのためにはまず経済が元気にならなければならない」というものでした。しかし、今必要なのは、逆なのではないか。「賃上げで国民の所得を増やして、内需を拡大し経済を元気にする」ことがカギだと、私は再質問で述べました。１９９７年と２０１１年を比較すると、日本企業全体の経常利益は１.６倍です。輸出は１.２５倍。ところが、雇用者報酬は０.８８倍。９割以下に減少しました。賃下げが進む国は、発達した資本主義国では日本だけです。
　大企業が利益をあげているのに国民が貧しくなってきたところに、日本の地盤沈下の最大の原因があるのです。県の予算が賃上げに直接できることは、限定されているかもしれません。しかし、正規雇用の拡大、最低賃金の引き上げ、建設業など下請け単価の引き上げ、公契約条例の制定など、わが党もさまざまな提案を行ってきました。新幹線開業対策も、もちろん必要でしょう。しかし、知事が予算編成上の重点を問われた答弁で、県民のくらしの応援という点を挙げられなかったことはきわめて残念でした。
　福祉の面でも、がん対策や「基金」を使った新規事業は盛り込まれていますが、子どもの医療費無料化の拡大は、新年度も取り上げられず、医療や介護の負担軽減策も新規事業にはほとんどありません。来年度には、ぜひ期待したいと思います。
　関連して、２つめの反対理由は、これまで相当削減されてきた県職員の賃金が、さらにばっさりと削られるという点です。
　県職員の退職金平均４００万円削減が、退職後の生活設計を壊し、民間賃金や退職金の抑制にもつながり景気回復の障害になるという点は、２月臨時議会の討論でも述べました。地域手当３％の削減を今回さらに継続しようとする点にも、そうした理由で同意できません。民間給与との比較で、公務員賃金はすでに高くはありません。なお、地域手当ついては今後、人事委員会勧告においても、適切な配慮が行われるよう、この場で要望しておきたいと思います。
予算案に同意できない３つ目の理由は、賛成できない大型開発・公共事業予算が含まれている点です。特に、富山市西町周辺の再開発事業への補助金１億３,４００万円と、利賀ダム建設工事の４億１,５００万円には同意できません。
この約１０年間で富山市西町周辺では、６つの再開発事業で巨大なビルやマンションが次々建設され、総事業費はわかっているだけでも３０９億円に上ります。うち税金による補助金が１１４億円。うち市と県からの補助金はこれまでそれぞれ２６億７,３００万円に及びます。これほどの再開発事業を集中してやっている地方都市は他にない、と政府関係者からも聞いています。大手不動産会社が組織した再開発事業に、これほどの補助金が集中投入されて、合併前の周辺部の税金がまるで中心市街地に吸い取られているようです。そして、仕事も利益もみんな大手ゼネコンのものです。
今回県予算案で補助するのは総事業費約１７８億円余りの大和跡地の再開発ビルと、シネコンが入る総事業費６７億円とも言われる総曲輪西地区の再開発事業です。これだけの税金を、しかも県からもこれ以上投入することには賛成できません。もっと、地元の市民と業者が知恵を出し合った富山らしい町づくりが必要なのではないでしょうか。
利賀ダム建設の問題点は、これまでも指摘してきました。今年度、私は政務調査費を使って専門家に綿密な調査を依頼しました。調査チームからは、地すべりの危険が高い予定地でのダム建設は危険であること、この場所でダムを作っても治水効果はきわめて限定的であること、地形からいうと河川改修中心に他の方法を組み合わせた対策のほうがより効果があること、などの調査報告書が届いています。ダム建設計画は見直し、取り付け道路だけにすべきです。

４つ目に、教育についてです。全国いっせい学力テストやそれを使った対策、とやま科学オリンピックなど、より競争教育に拍車がかけられる一方で、３５人学級の拡大や正規教職員や図書館司書の増員が盛り込まれず、学校教材費の抑制もきわめて厳しいものがあります。いじめ対策のためにも、子どもたちとしっかり向き合う教職員のゆとりが必要です。少人数学級の拡大と教員の定員増を強く求めたいと思います。以上が、一般会計予算案についてです。

残りの議案についてですが、議案１９号以下８つの特別会計予算案にはいずれも、県職員の地域手当と退職金削減分が含まれて
います。あわせて、議案２９号の県工業用水道事業会計予算案には、利賀ダム事業負担金が含まれており同意できません。
次に議案第４０号は、先にのべた県職員地域手当３％削減を延長しようとする条例改正案であり、反対理由は先に述べたとおりです。

最後に議案第４６号の、県税条例一部改正の件ですが、これは消費税増税が実施された際に地方消費税を引き上げようというものです。わが党は消費税増税には反対であり、地方自治体の財源も税収増と地方交付税の復元・充実で賄うべきと考えます。以上を述べまして、１１議案についての反対討論といたします。
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